
一般会計の支出（性質別）

1兆9,749億円
支出合計

人件費
3,742億円　19.0%

扶助費
5,495億円　
27.8%

行政運営費
4,424億円　22.4%

施設等整備費
1,979億円　10.0%

公債費
2,130億円　10.8%
過去の借入金の返済のための費用

市民利用施設の運営や市民サー
ビス、中小企業への融資などの
ほか、庁舎の管理や事務に必要
な費用

児童手当、生活保護、
保育所・幼稚園などの
運営、医療費の援助な
どの費用

市民利用施設・道路・公園などの
整備や維持修繕、耐震化などに
必要な費用

繰出金
1,980億円　10.0%
一般会計から、一定のルールにより特別会計・
公営企業会計に支出する費用

義務的経費
1兆1,367億円　57.6%
一般的には、人件費・扶助費・公債
費の３つを指します

職員の給料や、退職金などの
費用

義務的経費が予算の半分以上を占めているのですね。
義務的経費が財政状況に与える影響を教えてください。

　　義務的経費とは、簡単には削減できない経費のことであり、予算に占める義務的経費の割合が高いとい
うことは、予算の自由度が狭くなり、まちづくりやその他の行政サービスを行うことが難しくなるという影響があ
ります。多くの自治体と同様、横浜市でも義務的経費は増加傾向にあり、財政を圧迫しており、特に扶助費につ
いては、高齢化率の上昇により、今後も増加が見込まれています。一方で、収入の多くを占める市税収入は、今
後は人口減少による減収が見込まれています。
　今後も厳しさを増すと見込まれる財政状況の中、必要な行政サービスを行いながら、健全な財政を維持する
ためには、今まで以上に事業１つ１つの効果を検証して、その事業の必要性や水準など、市民のみなさんと一
緒に考えていく必要があります。
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